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山形県後期高齢者医療広域連合〔統一的な基準／全体〕

（単位：円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 3,312,992,137 固定負債 -

有形固定資産 757,350 地方債等 -
事業用資産 - 長期未払金 -

土地 - 退職手当引当金 -
立木竹 - 損失補償等引当金 -
建物 - その他 -
建物減価償却累計額 - 流動負債 1,120,453
工作物 - 1年内償還予定地方債等 -
工作物減価償却累計額 - 未払金 -
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 -
航空機 - 預り金 1,120,453
航空機減価償却累計額 - その他 -
その他 - 1,120,453
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 - 固定資産等形成分 3,331,982,029

インフラ資産 - 余剰分（不足分） 4,465,850,850
土地 -
建物 -
建物減価償却累計額 -
工作物 -
工作物減価償却累計額 -
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 -

物品 1,009,800
物品減価償却累計額 △ 252,450

無形固定資産 -
ソフトウェア -
その他 -

投資その他の資産 3,312,234,787
投資及び出資金 -

有価証券 -
出資金 -
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 -
長期貸付金 -
基金 3,312,234,787

減債基金 -
その他 3,312,234,787

その他 -
徴収不能引当金 -

流動資産 4,485,961,195
現金預金 4,465,577,263
未収金 1,418,196
短期貸付金 -
基金 18,989,892

財政調整基金 18,989,892
減債基金 -

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 △ 24,156

繰延資産 - 7,797,832,879
7,798,953,332 7,798,953,332

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

全体貸借対照表
（平成３１年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額
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山形県後期高齢者医療広域連合〔統一的な基準／全体〕

（単位：円）

経常費用 153,492,067,155
業務費用 5,816,751,409

人件費 8,012,400
職員給与費 1,018,523
賞与等引当金繰入額 -
退職手当引当金繰入額 -
その他 6,993,877

物件費等 1,168,575,379
物件費 1,168,322,929
維持補修費 -
減価償却費 252,450
その他 -

その他の業務費用 4,640,163,630
支払利息 -
徴収不能引当金繰入額 24,156
その他 4,640,139,474

移転費用 147,675,315,746
補助金等 147,674,876,279
社会保障給付 -
他会計への繰出金 -
その他 439,467

経常収益 210,375,897
使用料及び手数料 -
その他 210,375,897

純経常行政コスト 153,281,691,258
臨時損失 -

災害復旧事業費 -
資産除売却損 -
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 -
資産売却益 -
その他 -

純行政コスト 153,281,691,258

全体行政コスト計算書
自　平成３０年４月１日　

至　平成３１年３月３１日

科目 金額
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山形県後期高齢者医療広域連合〔統一的な基準／全体〕

（単位：円）

前年度末純資産残高 9,153,670,113 3,208,930,089 5,944,740,024

純行政コスト（△） △ 153,281,691,258 △ 153,281,691,258

財源 151,925,854,024 151,925,854,024

税収等 84,777,207,478 84,777,207,478

国県等補助金 67,148,646,546 67,148,646,546

本年度差額 △ 1,355,837,234 △ 1,355,837,234

固定資産等の変動（内部変動） 123,051,940 △ 123,051,940

有形固定資産等の増加 - -

有形固定資産等の減少 △ 252,450 252,450

貸付金・基金等の増加 1,324,492,390 △ 1,324,492,390

貸付金・基金等の減少 △ 1,201,188,000 1,201,188,000

資産評価差額 - -

無償所管換等 - -

その他 - - -

本年度純資産変動額 △ 1,355,837,234 123,051,940 △ 1,478,889,174

本年度末純資産残高 7,797,832,879 3,331,982,029 4,465,850,850

全体純資産変動計算書
自　平成３０年４月１日　

至　平成３１年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）
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山形県後期高齢者医療広域連合〔統一的な基準／全体〕

（単位：円）

【業務活動収支】
業務支出 153,491,746,384

業務費用支出 5,816,430,638
人件費支出 8,012,400
物件費等支出 1,168,322,929
支払利息支出 -
その他の支出 4,640,095,309

移転費用支出 147,675,315,746
補助金等支出 147,674,876,279
社会保障給付支出 -
他会計への繰出支出 -
その他の支出 439,467

業務収入 152,135,022,802
税収等収入 84,777,207,478
国県等補助金収入 67,148,646,546
使用料及び手数料収入 -
その他の収入 209,168,778

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 △ 1,356,723,582
【投資活動収支】

投資活動支出 1,324,492,390
公共施設等整備費支出 -
基金積立金支出 1,324,492,390
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 -

投資活動収入 1,201,188,000
国県等補助金収入 -
基金取崩収入 1,201,188,000
貸付金元金回収収入 -
資産売却収入 -
その他の収入 -

投資活動収支 △ 123,304,390
【財務活動収支】

財務活動支出 -
地方債償還支出 -
その他の支出 -

財務活動収入 -
地方債発行収入 -
その他の収入 -

財務活動収支 -
△ 1,480,027,972

5,944,484,782
4,464,456,810

前年度末歳計外現金残高 1,066,170
本年度歳計外現金増減額 54,283
本年度末歳計外現金残高 1,120,453
本年度末現金預金残高 4,465,577,263

前年度末資金残高
本年度末資金残高

全体資金収支計算書
自　平成３０年４月１日　
至　平成３１年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額
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全体財務書類に係る注記 

１ 重要な会計方針 

（１） 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

有形固定資産・無形固定資産ともに取得原価によって評価しています。

（２） 有形固定資産等の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・・定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

物品 4 年 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・・定額法

（ソフトウェアについては、当広域連合における見込利用期間（5 年）に基づく定額法によってい

ます。） 

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1 年以内のリース取引及

びリース契約 1 件あたりのリース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きま

す。）・・・・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

（３）引当金の計上基準及び算定方法

①徴収不能引当金

未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。

（４）リース取引の処理方法

① ファイナンス・リース取引

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が 1 年以内のリース取引及びリース料総額が

300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。）

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

イ ア以外のファイナンス・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

② オペレーティング・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

（５）資金収支計算書における資金の範囲

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含

んでいます。 
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（６）消費税等の会計処理 
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

 

 

 

２ 重要な後発事象 

 

  該当事項はありません。 

 

 

３ 偶発債務 

 

  該当事項はありません。 

 

 

４ 追加情報 

（１） 全体財務書類における対象団体（会計） 
団体（会計）名 区分 連結の方法 比例連結割合 

一般会計 一般会計 - - 

後期高齢者医療特別会計 特別会計 - - 

（２） 出納整理期間 
   地方自治法第 235 条の 5 に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）においては、出

納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 
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有

外
資

産
分

)

そ
の
他
の
補
助
金
等

全
体

　
行

政
コ

ス
ト

計
算

書
移

転
費

用
-
補

助
金

等
1
4
7
,
6
7
4
,
8
7
6
,
2
7
9
円

と
一

致
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３
．
全

体
純

資
産

変
動

計
算

書
の

内
容

に
関

す
る
明

細

（
1
）
財
源

の
明

細
(単

位
：
円
)

会
計

区
分

金
額

6
3
6
,0
1
2
,0
0
0

6
3
6
,0
1
2
,0
0
0

国
庫

支
出

金
-

都
道

府
県

等
支

出
金

-

計
-

国
庫

支
出

金
-

都
道

府
県

等
支

出
金

-

計
- -

6
3
6
,0
1
2
,0
0
0

2
4
,2
2
5
,5
1
1
,3
3
8

5
9
,8
7
0
,8
8
9
,0
0
0

4
4
,7
9
5
,1
4
0

4
1
8
,8
1
7
,9
9
9

8
4
,5
6
0
,0
1
3
,4
7
7

国
庫

支
出

金
-

都
道

府
県

等
支

出
金

-

計
-

国
庫

支
出

金
5
4
,1
6
2
,6
5
7
,5
4
1

都
道

府
県

等
支

出
金

1
2
,9
8
5
,9
8
9
,0
0
5

計
6
7
,1
4
8
,6
4
6
,5
4
6

6
7
,1
4
8
,6
4
6
,5
4
6

1
5
1
,7
0
8
,6
6
0
,0
2
3

8
5
,1
9
6
,0
2
5
,4
7
7

6
7
,1
4
8
,6
4
6
,5
4
6

4
1
8
,8
1
7
,9
9
9 -

8
4
,7
7
7
,2
0
7
,4
7
8

6
7
,1
4
8
,6
4
6
,5
4
6

合
計

税
収

等

国
県

等
補

助
金

支
払

基
金

交
付

金

一
般

会
計

繰
入

金

単
純
合
計

税
収

等

国
県

等
補

助
金

相
殺
消
去

税
収

等

国
県

等
補

助
金

特
別
会
計

税
収
等

市
町

村
負

担
金

特
別

高
額

医
療

費
共

同
事

業
交

付
金

小
計

国
県

等
補

助
金

資
本

的
補

助
金

経
常

的
補

助
金

小
計

合
計

財
源

の
内

容

市
町

村
負

担
金

一
般
会
計

税
収
等

小
計

国
県

等
補

助
金

資
本

的
補

助
金

経
常

的
補

助
金

小
計

合
計
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（
2
）
財

源
情

報
の
明
細

（
単
位
：
円
）

純
行

政
コ
ス
ト

1
5
3
,2
8
1
,6
9
1
,2
5
8

6
7
,1
4
8
,6
4
6
,5
4
6

-
8
6
,1
3
2
,7
9
2
,2
6
2

2
5
2
,4
5
0

有
形
固
定
資
産

等
の

増
加

-
-

-
-

-

貸
付
金
・
基
金
等

の
増

加
1
,3
2
4
,4
9
2
,3
9
0

-
-

1
,3
2
4
,4
9
2
,3
9
0

-

そ
の
他

-
-

-
-

-

合
計

1
5
4
,6
0
6
,1
8
3
,6
4
8

6
7
,1
4
8
,6
4
6
,5
4
6

-
8
7
,4
5
7
,2
8
4
,6
5
2

2
5
2
,4
5
0

区
分

金
額

内
訳

国
県
等
補
助
金

地
方
債
等

税
収

等
そ
の

他
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４
．
全
体
資
金
収
支
計
算
書
の
内
容
に
関
す
る
明
細

（
1
）
資

金
の

明
細

(単
位
：
円
)

種
類

本
年
度
末
残
高

要
求
払
預
金

4
,4
6
4
,4
5
6
,8
1
0

合
計

4
,4
6
4
,4
5
6
,8
1
0
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